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総務省説明資料
～令和３年度スマートシティ調査事業について～
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令和３年度総務省スマートシティ調査事業の背景と実施内容

背景
総務省では、ICTを活用したスマートシティ型の街づくりを通じて、
地域が抱える様々な課題の解決や地域活性化・地方創生を実現
することを目指し

• 平成29年度より「データ利活用型スマートシティ推進事業」
• 令和3年度より「データ連携促進型スマートシティ推進事業」

を実施しており、両補助事業での採択地域数はのべ28地域に
至っている

また、今般、「新経済・財政再生計画改革工程表2020」(令和2 
年12月18日 経済財政諮問会議決定)では、「技術の実装をした
自治体・地域団体数:2025年度までに実装地域数100」「都市
OS(データ連携基盤)の導入数:2025年度迄に100地域」という
KPIが策定されたところ

これらを踏まえ、本調査研究では、当該補助事業が果たしている
成果やノウハウをとりまとめ、横展開するとともに、地域が抱える様々
な課題の解決や地域活性化・地方創生を実現するためのスマート
シティの在り方をとりまとめる

実施内容

左記背景を踏まえて、以下を実施

(１) インタビュー形式記事
及び紹介用動画の作成

(２) 地域課題及び解決手法
(スマートシティサービス)の
実態調査

(３) 都市OSの共同利用の促進
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実施内容

（１）インタビュー形式記事及び動画の作成

（２）地域課題及び解決手法(スマートシティサービス)の実態調査

（３）都市OSの共同利用の促進

2

✓



（１）インタビュー形式記事及び動画の作成 3

◼ 都市OS導入済み自治体を中心に15自治体へインタビューを実施し、インタビュー記事を作成。

◼ さらに、３団体程度においては動画も作成。

◼ 完成後は、官民連携PFのHPに掲載（夏頃を予定）。

インタビュー記事（原稿）

作成中

スマートシティ推進の
キーマンの顔が見える

「スマートシティ・
ガイドブック」に
沿った聞き取り

なるべく多くの
画像を入れて
視覚的に訴求



実施内容

（１）インタビュー形式記事及び紹介用動画の作成

（２）地域課題及び解決手法(スマートシティサービス)の実態調査

（３）都市OSの共同利用の促進
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✓



（２）地域課題及び解決手法(スマートシティサービス)の実態調査 5

◼ 我が国のスマートシティは実証から実装の段階へ移行しつつあるなかで、まずは地域の抱える課題を解決する
サービスを実装し、デジタルの効果を住民に実感してもらうことが重要。

◼ そこで、自地域の課題を解決できる実装可能なスマートシティサービスは一体どのようなものがあるのかを知ることが
でき、スマートシティに取り組み始めた自治体に役立つ資料として本事例集を作成。

◼ 完成後は、令和４年度総務省スマートシティ事業の公募時に参考資料として掲載予定。

地域課題を解決するためのスマートシティサービス事例集（作成中）

作成中



（２）地域課題及び解決手法(スマートシティサービス)の実態調査 6

作成中



（２）地域課題及び解決手法(スマートシティサービス)の実態調査 7

①
全国の自治体で導入されている
300超のスマートシティサービスを
分野・地域課題ごとに分類

作成中 ②
特に頻出する11課題について、
解決しうるスマートシティサービス
を抽出

③
サービス事例を深堀りし、
具体イメージを共有



実施内容

（１）インタビュー形式記事及び紹介用動画の作成

（２）地域課題及び解決手法(スマートシティサービス)の実態調査

（３）都市OSの共同利用の促進

8

✓



（３）都市OSの共同利用の促進 9

◼ 経済財政諮問会議で「都市OS(データ連携基盤)の導入数:2025年度迄に100地域」というKPIが設定されてい
る他、デジタル田園都市国家構想においても、エリア・データ連携基盤（=都市OS）の構築が推進されている。

◼ 一方、都市OSの導入には一定の財源、ノウハウ等が必要というハードルが存在しており、そのハードルを下げる１つ
の手法として「共同利用」について研究した。

◼ 今月9日と18日に都道府県向けの説明会を開催。調査結果をご説明した他、府県下市町村が利用する
都市OSを自ら導入しようとされている大阪府・長崎県から事例紹介を頂いた。

スマートシティ都市OS(データ連携基盤)の共同利用に関する都道府県向け説明会資料



（３）都市OSの共同利用の促進 10



（３）都市OSの共同利用の促進 11



（３）都市OSの共同利用の促進 12

共同利用を実現する
３つのアプローチを提示

ア：範囲拡大型

イ：広域整備型
（市区町村のみ）

ウ：広域整備型
（都道府県主導）



（３）都市OSの共同利用の促進 13

イメージを深めるため
共同利用を実現する
３つのアプローチごとに
費用負担の例を提示

例えば、
イ：広域整備型
（市区町村のみ）で、
５団体で折半すれば
コストは1/5

※按分の方法は、均等割
以外に人口規模や利用
実績をもとにした従量割
なども考えられる



参考資料
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総務省スマートシティ関連事業（H29～R3年度） 実施地域

記号 年度 予算
額

採択
件数

H29
a～f

H29年度 5.1
億円

6件

H30
a～c

H30年度 2.5
億円

3件

R1
a～e

R1年度 2.2
億円

5件

R2
a～e

R2年度 2.2
億円

5件

R3
a～I

R3年度 6.9
億円

9件

項番 実施地域 （実施団体） 分野

H30a 富山県富山市 防犯・防災・インフラ管理

R2d
富山県富山市
（関西電力（株））

エネルギー・コロナ対策

R2e 石川県加賀市 行政

R1b 長野県伊那市 医療・物流

R1c 三重県木曽岬町 防犯・防災・交通

H30b

京都府

（（一社）京都スマートシティ推
進協議会）

観光・防災・環境

R3g

大阪府豊能町

（（一社）コンパクトスマートシ
ティプラットフォーム協議会）

防犯・防災・健康・地域経
済・交通

H29e 兵庫県加古川市 防犯・観光

H30c
島根県益田市
（シマネ益田電子（株））

防災・鳥獣被害対策

H29f 香川県高松市 防災・交通

R1d 愛媛県新居浜市 防災・交通・地域経済

R1e 福岡県飯塚市 健康・交通・まちづくり

R3h 長崎県 防災・観光

R3i 熊本県人吉市 防災・観光

H29a

R3a

項番 実施地域 （実施団体） 分野

H29a
北海道札幌市
（（一財）さっぽろ産業振興財団）

交通・健康

R3a 北海道更別村 農林水産業・防災

R3b 宮城県仙台市 交通・コロナ対策

H29b
福島県会津若松市
（アクセンチュア（株））

健康・生活

R3c
栃木県佐野市
（（一社）スマートソサエティファウンデーション）

防災・コロナ対策・
健康

R2a 群馬県嬬恋村 防災・コロナ対策

R3d 群馬県嬬恋村 観光

H29c
埼玉県さいたま市
（（一社）美園タウンマネジメント）

健康・スポーツ

R2b
埼玉県さいたま市
（（一社）美園タウンマネジメント）

健康・医療

R3e
埼玉県さいたま市・横瀬町
（（一社）美園タウンマネジメント）

健康・医療

R3f
千葉県柏市
（（一社）UDCKタウンマネジメント）

健康

R1a
東京都調布市
（アフラック生命保険（株））

健康・教育

R2c 東京都大田区（鹿島建設（株）） 地域経済

H29d 神奈川県横浜市 （（株）リアライズ） 観光・防犯・生活

R3b

H29b

R3c

R2b
R3e

H29c

R3fR1a
R2c

H29d

R1b

R2e
R2d
H30a

R2a
R3d

R1c

H30b

R3g
H29e

H29f

H30c

R1e

R1d
R3h

R3i
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(1)都市OSの社会実装強化 現状と課題
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年間 累積

都市OSの導入地域（市町村）数の推移
（累積）（年間）

年度

年度 地方公共団体

2015年度 会津若松市

2017年度 札幌市、さいたま市、加古川市、高松市

2018年度 富山市、益田市

年度 地方公共団体

2019年度
藤沢市、伊那市、観音寺市※、香川県綾川町※、 新居浜
市、飯塚市

2020年度 群馬県嬬恋村、柏市、大田区、加賀市、浦添市

2021年度
北海道更別村、仙台市、佐野市、埼玉県横瀬町※、大阪府
豊能町、神戸市、長崎県全21市町、人吉市(注）把握できている範囲内でカウント。今後、数値が変更される可能性がある。

◼ KPI：都市OS（データ連携基盤）の導入数 （出典）「新経済・財政再生計画改革工程表2021」（令和３年12月23日経済財政諮問会議決定）

[現状値] 1３地域（2019年度末時点） ⇒ [目標値] 2025年度までに100地域

・2017年度より都市OS構築にかかる補助事業を通じて各地の実装を支援。現在18地域で実装・運営中

※観音寺市、綾川町は高松市の、横瀬町はさいたま市の、構築した都市OSを共同利用している。

都市OS導入地域数の推移

（令和３年４月23日第28回国と地方のシステムWG資料を一部加筆・修正）
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国土交通省大嶋様より投影予定




























































































